
付表３

～

11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

(ｱ)

(ｲ)

(ｳ)

(ｴ)

(オ)

(カ)

6

(ｱ)＋(ｲ)＋(ｳ)＋(ｴ)＋(ｵ)＋(ｶ) (ｱ)＋(ｲ)＋(ｳ)＋(ｴ)＋(ｵ)＋(ｶ)

新増設　　　年目

0.000
(ｴ)

0.000
(ｵ)

(イ)
0.000

新増設　　　年目

(ｳ)

(ｱ)＋(ｲ)＋(ｳ)＋(ｴ)＋(ｵ)＋(ｶ) (ｱ)＋(ｲ)＋(ｳ)＋(ｴ)＋(ｵ)＋(ｶ) (ｱ)＋(ｲ)＋(ｳ)＋(ｴ)＋(ｵ)＋(ｶ)

28 418 28

比　　率

当期分 新増設　　　年目 新増設　　　年目

0.176
(ｱ)

0.000

40 40 30 29 29 28

年　　　月　　　日

その他の従業者数 39 39 39 39 39 38

前
　
期
　
以
　
前
　
分

新増設　　　年目

年　　　月　　　日
新増設　　　年目

～

14 6512 12 13 14当期新(増)設設備に係る分

課税免除の比率の計算書

区　　　分
前
期
末

平成23年11月1日 平成24年10月31日

分割基準計算後の数
計

年　　　月　　　日
～

年　　　月　　　日
新増設　　　年目

年　　　月　　　日
～

年　　　月　　　日
～

年　　　月　　　日
新増設　　　年目

年　　　月　　　日

0

0

0

0

 「分割基準計算後の数」は、基本的には事業年度末日現在の従業者数を記載します。 
 ただし、下記「記載上の注意」４（１）のア～ウに該当する場合は、それぞれの計算式により算出
します。 
 この事例の場合はアに該当します。 
        「当期新（増）設設備に係る分」の従事者数： 
                            １４（人）÷１２（ヶ月）×５（ヶ月）＝５．８（人） 
                                                  ≒６（人） 

 「分割基準計算」：６（人）÷（６（人）＋２８人）＝０．１７６４７０・・・ 
                              ≒０．１７６  
 
ここで算出した比率を、付表２の「比率」欄に記入してください。 

 「従業員在籍調査明細書」で集計され
た各月末の従業者数を記入します。 
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４ 　比率は、新(増)設のあつた事業年度ごとに算出し、小数点以下第４位を４捨５入して記載すること。

(3) 　月数の計算は、暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは切り上げる。

(4) 　資本金の額又は出資金の額が１億円以上の製造業を行う法人の工場である事務所又は事業所にあっては、(1)により算出した数値に当該数値(当該数値が奇数であ
る場合には、当該数値に１を加えた数値)の２分の１に相当する数値を加えた数値を記載すること。

＝
事業年度(年)の各月の末日現在の従業者数を合計した数

事業年度(年)の月数

(2)

ア　事業年度(年)の中途で企業立地施設等又は復興再生施設等が新(増)設された場合の従業者数

 　　＝事業年度(年)末日現在の従業者数×
新(増)設された日から事業年度(年)の末日までの月数

事業年度(年)の月数

イ　事業年度(年)の中途で新(増)設企業立地施設等又は復興再生施設等が廃棄、売却等された場合の従業者数

　上記計算において、１人に満たない端数を生じたときは、これを１人とする。

 　　＝廃棄、売却等された月の前月末現在の従業者数×
廃棄、売却等された日までの月数

事業年度(年)の月数

ウ　事業年度に属する各月の末日現在の従業者数のうち最も多い数が最も少ない数の２倍を超える場合の従業者数

記載上の注意

　「当期新（増）設設備に係る従業者数」欄は、当該新設し、又は増設した施設又は設備のうち企業立地施設等又は復興再生施設等に係る従業者の数を記載すること。

　「その他の従業者数」欄は、当該施設又は設備を新設し、又は増設した者が県内に有する事務所又は事業所の従業者のうち、１に規定する従業者以外の従業者の数を
記載すること。

　「分割基準計算後の数((ア)～(カ))」欄は、次により算出した数値を記載すること。

(1) 　事業年度(年)の末日現在における従業者数。ただし、次に掲げる場合はそれぞれの数値とし、ア及びイに該当する場合にはイにより、ア及びウ又はイ及びウに該
当する場合にはウによること。


